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抄録

　全ての人に基礎的な医療へのアクセスを保障する，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal 
Health Coverage: UHC）の推進に向けた動きが世界的に活発化しており，わが国の国際保健外交戦略
の柱の一つとしても掲げられている．UHCを推進する国においては，対象者の拡大，償還範囲の拡
大，財政リスクの軽減をバランスよく行っていく必要があり，明示的で透明性の高い資源分配を公平

に行うことが求められる．近年，諸外国において実施が進む医療技術評価は，医療技術の医学的，経

済的，社会的，倫理的な意義を分析する一般化された共通の分析枠組みとして， UHCの実現を目指す
国が対象者や範囲を広げて行く際の政策決定にも役立つものであり，実際にUHC推進に向けて展開
される政策にも活用され始めている．皆保険達成から半世紀を迎えたわが国が， 今後，自らの経験に
おける知見の共有，期待される技術支援の提供などを通じてUHC推進に向けた協力を行う際にも，
医療技術評価の活用が期待される．
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Abstract

　To ensure access to a basic health care package for all people, efforts toward universal health 
coverage (UHC) have been accelerated in many countries. Japan is making UHC a priority and has set 
it as one of the pillars of Japan’s global health diplomacy strategy. Health technology assessment (HTA), 
which analyzes the significance of health technology from ethical, medical, economic and social 
viewpoints, is a tool for explicit and transparent resource allocation and equity enhancement. Therefore, 
it can contribute to forming health policy that established UHC as a common, generalized framework. 
Countries that try to achieve UHC can utilize HTA for their policy-making in regard to beneficiary 
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I. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ推進に
向けた潮流

　

健康の維持・増進は，人々の福祉や経済・社会的な発

展の源である．近年，全ての人に基礎的な医療へのアク

セスを保障する，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（Universal Health Coverage: UHC）の推進に向けた動き
が，世界的に活発化している．２００５年５月に開催された

第５８回世界保健機関総会におけるUHC推進に向けた決
議の採択に続き，２０１２年１２月に開催された国連総会では，

UHCの実現が国際社会の新たな共通目標として決議さ
れた．我が国においても，第５回アフリカ開発会議にお

いて安倍晋三総理がUHCの促進を呼びかけるなど，
UHCの推進に向けた支援が国際保健外交戦略の柱の一
つとして掲げられている [１]．
世界保健機関（World Health Organization: WHO）は

UHCを「全ての人が，必要とする健康増進，予防，治
療，リハビリテーションに係る保健医療サービスを，経

済的困難に陥ることなく必要な時に享受できる状態」と

定義している [２]．UHCの基本理念は対象となる人や
サービスの公平性を高め，家計を破綻させるような非常

に高額な医療費負担を減らすことにあり，財政リスクの

軽減や，富の再分配としての機能を持つ．世界では医療

費の支払いにより，毎年，１億５千万人が経済的困難を

経験し，そのうち１億人が貧困に陥っているとみられて

いる [３]．こうした経済的理由による受療機会の制限や，
受療による貧困化を防ぎ，人間の安全保障を確立するた

めの手段として，UHCの実現が望まれている．

II. 医療技術評価の普及

病気の予防や診断，治療，リハビリテーション，介護，

健康増進のために行われる全ての介入（投薬，手術，健

診，保健指導など）は，総称して医療技術（health 
technology）と呼ばれる．技術革新に伴い医療技術は
年々増加，多様化しており，そうした医療技術の特性，

効果，影響を体系的に評価する手法として，諸外国では

医療技術評価（Health Technology Assessment: HTA）
が普及してきている．

医療技術評価の普及は，１９９０年代初頭より欧米を中心

に広まったEvidence-Based Medicine（EBM）の普及と密
接に関わる．EBMは，個々の患者のケアに対する意思
決定を行う際に，現時点で最良の根拠を良心的に，明確

に理解した上で慎重に用いることであり [４]，それに
よって医学的効果の高い医療の選択，提供が行われる．

EBMはその後，医学的効果に加えて，費用やQOL
（quality of life）などの価値（value）も含めた評価を行
うVBM（value-based medicine）へと発展を遂げる．こう
した動きに呼応する形で， １９９０年代初めにカナダ，オー
ストラリアで，続いてイギリス，その他ヨーロッパ諸国

で医療技術評価機関が設立されている．近年ではこれら

医療技術評価機関によって実施される医療経済評価を，

提供する医療技術の決定や価格設定，診療ガイドライン

の作成等に応用する国が増えてきており，ヨーロッパで

は殆どの国で医療技術評価機関が設置されている．また，

ウルグアイ，コロンビア，タイ，チリ，ブラジルなどの

中所得国においても医療技術評価機関または部署が設置
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selection, coverage expansion and so forth. Japan achieved its universal health coverage more than 50 
years ago, which has considerable implications for other countries. To help promote UHC, Japan should 
incorporate HTA into the lessons from its experience and into its technical support for other countries.
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図１　医療技術評価の概念図



されている．アジア地域においては現在までに，上述の

タイの他に韓国，台湾，マレーシアで医療技術評価機関

が設立されており，わが国や中国，フィリピンなどでも

医療技術評価の活用について議論が進められている．

医療技術評価とは医療技術の経済評価であるという理

解が時になされる．しかし，ある医療技術と比較対象と

なる医療技術（例えば，新しい医療技術と，それが代替

しうる既存の医療技術）の導入にかかる資源（費用）を，

それらが国民の健康をどの程度改善させるか（医療技術

の効果）で除す費用効果分析に代表されるような経済評

価は，医療技術評価の一部に過ぎない．

医療技術評価は図１に示すように，分析（assessment）
と評価（appraisal）から成り立つが，経済評価は分析
（assessment）の部分にあたる．分析（assessment）の
結果は政策決定における重要なエビデンスではあるが，

それに臨床的な背景，社会的な背景，倫理的な背景など

様々な要素を併せた評価（appraisal）を行い，最終的な
意思決定を支援するツールが医療技術評価である．言い

換えれば，医療技術評価は医療技術の開発，普及，およ

び使用によって生じる医学的，経済的，社会的，そして

倫理的な意義を分析する学際的な政策研究と言える [５]．
医療技術評価を用いることにより，費用対効果の高い

新技術の導入機会を増やし，価値に疑いのある技術の導

入機会を減らすことで，限られた財政資源の中で国民全

体の健康を最大化するような介入を選択することが可能

となる．また，健康格差を是正するといった社会的に望ま

しい目標を達成するための介入や，国民の望みに応える

ための介入を選択する際，医療技術に関する複数の政策

の優先順位を決定する際のツールとしても有益である[６]．

III. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ推進に
向けた医療技術評価の活用可能性

　

医療制度は国によって多様であり，医療提供体制や財

政方式（租税によるベヴァリッジ方式，社会保険による

ビスマルク方式など）も様々である．しかし，投入され

る金額には差異があるものの，多くの国では医療に公的

資金を投じている点で共通している．高齢化や医療技術

の革新に伴い年々増加する医療費の問題も共通しており，

各国の財政負担が増加する中，医療技術評価の活用によ

る効率的で公平な政策決定に期待が寄せられている．

途上国における財政的問題は，貧困，戦争，汚職など

複合的な原因により，先進国よりもさらに深刻である．

WHOの報告によれば，UHC推進に向けて少なくとも国
家予算の１５％を保健医療分野に投じるよう促した２００１年

のアブジャ宣言の採択にも関わらず，その後の１０年間で

目標を達成したアフリカ連合加盟国はルワンダと南アフ

リカの２カ国に留まっている [７]．
このように先進国，途上国を問わず，いずれの国も財

政的資源の制約の下でどのように医療を提供するかに頭

を悩ませているが，特にUHCの推進を目指す途上国に

とっては，限られた財源の配分は最も重要な課題の一つ

である．

我が国も経験したように，UHCは一朝一夕に達成で
きるものではない．UHCの達成のためには，対象者の
拡大，償還範囲の拡大，財政リスクの軽減をバランスよ

く行っていくことが必要となる [８, ９]．どの対象者，ど
の範囲から開始し，どのように拡充して行くかという政

策の形成や優先順位付けの問題は人々の生死に大きく影

響するため，政策決定者には公平で透明性の高い意思決

定が求められる．つまり，政策決定者は国民全体の健康

の最大化の他に，医療や社会福祉における公平性の確保，

社会的連帯，高額な医療費の問題といった様々な点を考

慮して意思決定を行わなければならないが，そのために

は経済評価や価値判断を包含する医療技術評価が活用可

能である．一般化された共通の分析枠組みとして医療経

済評価を用い，環境やバイアスに左右されることなく，

臨床上の効果や経済的な効果を明らかにすることにより，

明示的で透明性の高い資源分配を行い，公平性を高める

ことに繋がる [１０]．途上国では医薬品産業における汚職
（必須医薬品が闇市場に流れ，必要とする人々に届かな

い等）が問題となっているが，医療技術評価を分析枠組

みとして用いることによりその解消に一役買うとの期待

も寄せられている [６, １１].
しかしながら，医療技術評価の政策決定への活用は，

先進国を中心に次第に広がりつつあるが，低・中所得国

ではまだあまり進んでおらず [１２]，今後の活用が期待さ
れている．

IV. UHC推進に向けた技術支援としての医療
技術評価の活用

　

近年，地球規模の公衆衛生課題において，エビデンス

を国際化させつつ，地域に根差した意思決定を行う

（globalize the evidence, localize the decision）機運が高
まっている [１３]．
医療技術評価に関連したエビデンスの国際化の例とし

ては，特に財政的な資源が限られている場合において，

政策の適正な優先順位を決定する為のエビデンスとして，

世界銀行の保健医療セクター優先順位レビュー計画

（World Bank Health Sector Priorities Review Project）や，
費用対効果に優れた介入を選択する為のWHOの共同研
究（Choosing Interventions that are Cost Effective: 
WHO-CHOICE）といったデータベースが知られている．
WHO-CHOICEでは無治療との比較など，分析手法の統
一が図られており，疫学，インフラ，経済状況によって

グループ化した１４の地域毎に，表１に示す領域の予防や

治療のための介入の評価が進められている．

また，２００７年５月に開催された第６０回世界保健総会に

おいては，初めて，医療技術についての決議が採択され

た [１４]．この決議により，加盟国は保健関連の開発目標
の達成に対する医療技術の重要性を認識し，医療機器を
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中心に医療技術について専門知識の拡大を促すとともに，

WHOに対し加盟国を支援するための具体的な行動をと
ることが求められている．これに基づいて，２０１０年に医

療機器に関する第１回国際フォーラムがバンコクで開か

れ，高品質で安全，かつ優先順位の高い医療機器へのア

クセスを拡大するための情報交換が行われた．また，

２０１３年１１月末にはジュネーブにて，医療機器に関する第

２回国際フォーラムの開催が予定されており，資源が限

られた状況における革新的，適切，かつ妥当な価格の医

療機器についての情報提供や，医療技術評価などがテー

マに掲げられている [１５]．
こうしたエビデンスの国際化に向けた取り組みが進め

られる一方で，医療技術評価の結果を国際化，応用する

際には，国や地域によって疾病構造，財政状況，地理的

要因，文化的背景，医療インフラ，医療水準，公平性や

社会的連帯等に対する価値観などが異なり，また，安全

性，効果，費用対効果といった医療技術に関する様々な

要素についての許容範囲や望ましい水準も異なることに

十分留意することが必要である．

医療技術評価国際学会（Health Technology Assessment 
International: HTAi）と医療技術評価機関国際ネットワーク
（International Network of Agencies for Health Technology 

Assessment: INAHTA）は，医療技術評価の結果を国際
的なエビデンスとして用いるにあたって，１）文献の体

系的レビューの実施等によりエビデンスを体系的に調和

させ，２）次に，介入としての医療技術の普及や実施に

関わる専門家や政策決定者を交えて，そのエビデンスを

地域の文脈において評価するよう提唱している．なぜな

らば，医療技術の利用可能性，質，価格，導入可能性，

組織構造，インセンティブ，制度的枠組の違いは費用対

効果の分析結果に影響を及ぼすため [１６]，国あるいは地
域の実情に合わせて，分析結果をカスタマイズする必要

があるからである．また，介入としての医療技術が国民

や政策レベルに与える潜在的な影響について考慮するこ

との重要性も指摘している [１７]．
エビデンスの国際化の他に，被支援国の実情に合わせ

た政策決定を実際に行う為の，二国間あるいは多国間に

おける技術支援としても医療技術評価が活用されている．

例えば，ミャンマーへの技術支援として，WHO東南ア
ジア地域事務局とタイの医療技術評価機関である

Health Intervention and Technology Assessment Program 
（HiTAP）がミャンマーの保健省に協力し，技術面，財
政面双方から実現可能な，母子保健のための地域保健イ

ニシアチブプロトコールを策定した事例がある．この事

例では，母子保健のための地域保健イニシアチブと現行

制度の下で利用可能な様々な介入について，新生児救命

数，妊産婦救命数，得られた生存年数の合計をアウトカ

ム指標とした費用効果分析を行っている．分析は社会の

立場から行われ，Maternal Voucher Scheme導入による増
分費用効果比（Incremental Cost-effective Ratio: ICER）
はバウチャーの償還率（費用を全額償還するか，一部負

担を求めるか）によって，３７６,５４８-４５２,１１０チャット（日
本銀行２０１３年９月裁定外国為替相場 １チャット＝０.１０２
円で換算すると，３８,４０７-４６,１１５円）となった．分析では
ミャンマーのGDPを考慮して，バウチャーの償還率が
１５％以上の場合，バウチャー制度の導入が費用効果的で

あり，財政上の制約から１００％の償還が厳しい状況に

おいても，３０-４０％の償還を行うべきであると提言して
いる [１８]．また，イギリスの国立医療技術評価機構
（National Institute for Health and Care Excellence: 
NICE） の国際部はアジア，アフリカ，南米を含む様々
な国に対し，技術支援を行っている [１９]．

V. 諸外国のUHC達成に向けた今後の日本の
貢献のあり方

我が国は１９６１年にUHCを実現して以来，５０年以上の
歴史を持つ．健康の増進・維持は人々の自由の源であり，

それを支えるUHCを半世紀前に達成し，維持してきた
日本の経験は，これからUHCの実現を目指す国々に
とって多くの示唆に富んでおり，実際，UHC促進に向
けた技術支援への期待も高い．

UHCを推進する国の多くは様々な制約，特に財政的
な制約を抱えており，疾病負荷が高い状況にある．こう

した状況においてUHCの実現を目指すためには，費用
対効果や公平性の高い政策を実施していく必要がある．

また，様々なニーズがある中で実施する政策の優先順位

を決定するには，透明性を確保することも重要である．

医療技術評価はこうした優先順位の決定や政策決定に資

するものであり，今後，わが国がUHCの推進を支援す
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表１　これまでにWHO-CHOICEによって医療技術評価が実施
された領域

� 飲酒
� 双極性気分障害 
� 失明（白内障，トラコーマ）
� 心血管疾患
� 小児期の疾患
� うつ病
� 糖尿病 
� てんかん
� HIV/AIDS
� 室内空気汚染
� 鉄欠乏性貧血
� マラリア
� 母子および新生児保健
� 統合失調症
� 喫煙
� 結核
� 危険な注射
� 安全な上下水設備，衛生設備
� 乳がん 
� 子宮頸癌
� 大腸癌

http://www.who.int/choice/interventions/en/（８月２７日アクセス）



る国際保健外交を展開して行く上でも，積極的に活用し

て行くことが期待される．半世紀にわたる日本の皆保険

制度に知見を求める国も多い中，医療技術評価を応用し

た分析を進め，エビデンスの国際化に積極的に寄与し，

諸外国に提示することが期待されているのではないだろ

うか．

医療技術評価を応用した政策決定は，先進国だけでな

く，低・中所得国においても少しずつ広がりつつある．

しかしながら，わが国における医療技術評価の政策決定

への活用はこれまでのところ限定的であり，保健医療分

野での国際協力においても，本稿で取り上げたミャン

マーへの技術支援のような，医療技術評価を活用した支

援は行われていない．今後の技術支援においては，医療

技術評価の活用が望まれる．

最後に，医療技術評価を用いた技術支援を行うにあ

たっては，医療技術評価を実施できる人材の育成・活用

が必須である．また，医療技術評価にあたっては政治・

社会・文化的な背景，倫理面や公平性についての配慮，

既存の保健医療制度，財政状況やそれによる施策の持続

可能性など，地域の文脈を十分に考慮することが重要で

あり，国際比較研究や国際交流の今後のさらなる進展に

も期待したい．
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